
第１号様式（第１２条関係）
地区まちづくり協議会認定申請書
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
代表者住所
代表者氏名
電話番号　（　　　　）　　－
　みよし市まちづくり土地利用条例第１１条第２項の規定により、地区まちづくり協議会の認定について次のとおり申請します。
	団体の名称
	

	団体の所在地
	

	認定を受けようとする団体の要件
	(1)計画地区の区域及び面積
	みよし市
㎡

	
	(2)地区住民が協議会に参加する機会の保障のしくみ
	

	
	(3)規約等及び代表者に関する事項
	

	
	(4)団体の目的及び活動の方針
	

	
	(5)団体の活動が特定の個人又は団体の利益を誘導するものであるか否か
	

	団体の概要
	(1)設立年月日
	年　　　月　　　日

	
	(2)構成員数
	人

	
	(3)活動の経過
	

	
	(4)今後の活動予定
	

	添付書類
	□計画地区の区域図　　　□規約等
□構成員名簿　　□その他（　　　　　　　　　）


第２号様式（第１４条関係）
地区まちづくり協議会解散届出書
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
代表者住所
代表者氏名
電話番号　（　　　　）　　－
　みよし市まちづくり土地利用条例第１１条第７項の規定により、地区まちづくり協議会を解散したいので次のとおり届出します。
	団体の名称
	

	認定決定の年月日
	年　　　月　　　日

	認定番号
	

	解散しようとする日
	

	解散しようとする理由
	

	添付書類
	□計画地区の区域図（認定申請時から変更があった場合）
□規約等（認定申請時から変更があった場合）
□構成員名簿（認定申請時から変更があった場合）
□その他（　　　　　　　　　）


第３号様式（第１６条関係）
地区まちづくり計画策定等協議書
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
代表者住所
代表者氏名
電話番号　（　　　　）　　－
　みよし市まちづくり土地利用条例第１２条第３項第４項の規定により、地区まちづくり計画を策定（変更・廃止）したいので、あらかじめ、地区まちづくり計画書の素案等を提出し、協議します。
記
	団体の名称
	

	策定する場合
	地区まちづくり計画書（素案）

	変更する場合
	変更地区まちづくり計画書（素案）

	廃止する場合
	現地区まちづくり計画書

	地区まちづくり計画書を策定（変更・廃止）しようとする時期
	年　　　月　　　日　ごろ


第４号様式（第１７条関係）
地区まちづくり計画提案書
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
代表者住所
代表者氏名
電話番号　（　　　　）　　－
　みよし市まちづくり土地利用条例第１３条第１項の規定により、地区まちづくり計画を定めたので、当該地区をまちづくり基本計画の地区まちづくり計画策定区域として定めるよう提案します。
記
	団体の名称
	

	認定番号
	

	地区まちづくり計画書
	別添のとおり。

	当該計画に対する賛成の署名
	別紙による。
※みよし市まちづくり土地利用条例第１３条第１項第２号の規定による。


第４号様式（第１７条関係）（別紙）
地区まちづくり計画策定賛成の署名書
年　　月　　日
　　団体名
　　代表者氏名　　　　　　　　　　様
　貴団体が策定した地区まちづくり計画に賛成します。
	氏　名
	住　所
	区　分

	
	
	計画地区内に住所を有する者
	計画地区内に土地を所有する者

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）１　区分欄は、該当する区分に○印を記入すること。両方該当する場合は、両方に○印を記入すること。
　　　２　署名は自筆に限ること。
第５号様式（第１７条関係）
地区まちづくり計画変更（廃止）提案書
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
代表者住所
代表者氏名
電話番号　（　　　　）　　－
　みよし市まちづくり土地利用条例第１３条第２項の規定により、地区まちづくり計画を変更（廃止）したので、当該計画に係るまちづくり基本計画を変更するよう提案します。
記
	団体の名称
	

	認定番号
	

	変更（廃止）した地区まちづくり計画書
	別添のとおり。


	当該計画に対する賛成の署名
	別紙による。
※みよし市まちづくり土地利用条例第１３条第３項の規定による。


第５号様式（第１７条関係）（別紙）
地区まちづくり計画変更（廃止）賛成の署名書
年　　月　　日
　　団体名
　　代表者氏名　　　　　　　　　　様
　貴団体が策定した地区まちづくり計画の変更（廃止）に賛成します。
	氏　名
	住　所
	区　分

	
	
	計画地区内に住所を有する者
	計画地区内に土地を所有する者

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）１　区分欄は、該当する区分に○印を記入すること。両方該当する場合は、両方に○印を記入すること。
　　　２　署名は自筆に限ること。
第６号様式（第１８条関係）
特定開発事業の構想届出書
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
（事業者）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
（代理人）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名
　みよし市まちづくり土地利用条例第１６条第１項の規定により、特定開発事業の構想届出書を提出します。
記
	特定開発事業の構想の名称
	

	特定開発事業の目的又は実施を必要とする理由
	

	開発区域の位置
	

	開発区域の面積（実測・公簿)
	宅地
	農地
	雑種地
	山林
	その他
	計

	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	開発区域の土地に対する法令等の規定による指定等の状況
	区域区分
	□市街化区域　　□市街化調整区域

	
	用途地域
	

	
	農業振興法
	

	
	森林法
	

	
	砂防法
	

	
	土地利用誘導区域
	

	
	その他
	

	特定開発事業の種類
	□　都市計画法の開発行為に該当する土地の区画形質を変更する行為で、開発区域の面積が500㎡以上のもの
□　土地の区画形質を変更する行為で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの（都市計画法の開発行為に該当するものを除く。）　
□　中高層建築物の建築
□　共同住宅等で予定建築物の住戸等の数が６以上の建築物の建築
□　延べ面積の合計が1,000㎡以上の建築物の建築
□　土地の利用目的を廃自動車等保管場所用地又は廃棄物処理施設用地に変更する行為
□　農地を農地以外のものにする行為で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの
□　土地の利用目的を駐車場用地、洗車場用地、資材置場用地又は土砂等一時堆積用地に変更する行為で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの
□　木竹の伐採で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの

	開発区域の土地に対する権原取得等に関する事項
	

	特定開発事業の場所を選定した理由
	

	特定開発事業の構想の概要
	

	特定開発事業の着手及び完了の予定年月日
	着手　　　　　　　年　　月　　日
完了　　　　　　　年　　月　　日


備考
１　「特定開発事業の種類」欄は、複数の項目に該当する場合は全て記入すること。
２　「開発区域の土地に対する権原取得等に関する事項」欄には、行為に係る土地の所有権等の取得の予定等を記入すること。
３　「特定開発事業の構想の概要」欄には、特定開発事業に係る建築、造成等の構想の概要を記載すること。この場合、宅地造成にあっては造成区画数を、建築にあっては建築物の用途及び階数を、土石等の採取にあっては採取する土石等の種類、掘削の深さ、採取量及び採取期間を、土砂等の埋立てにあっては埋立てに供する土砂等の量、発生・採取場所及び搬入期間を記入すること。
第７号様式（第２０条関係）
開　発　計　画　書
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
（事業者）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
（代理人）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名
　みよし市まちづくり土地利用条例第１７条第１項の規定により、特定開発事業の開発計画を提出し、協議します。
記
	開発計画の名称
	

	特定開発事業の目的又は実施を必要とする理由
	

	開発区域の位置
	

	開発区域の面積（実測・公簿)
	宅地
	農地
	雑種地
	山林
	その他
	計

	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	開発区域の土地に対する法令等の規定による指定等の状況
	区域区分
	□市街化区域　　□市街化調整区域

	
	用途地域
	

	
	農業振興法
	

	
	森林法
	

	
	砂防法
	

	
	土地利用誘導区域
	

	
	その他
	

	特定開発事業の種類
	□　都市計画法の開発行為に該当する土地の区画形質を変更する行為で、開発区域の面積が500㎡以上のもの
□　土地の区画形質を変更する行為で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの（都市計画法の開発行為に該当するものを除く。）　
□　中高層建築物の建築
□　共同住宅等で予定建築物の住戸等の数が６以上の建築物の建築
□　延べ面積の合計が1,000㎡以上の建築物の建築
□　土地の利用目的を廃自動車等保管場所用地又は廃棄物処理施設用地に変更する行為
□　農地を農地以外のものにする行為で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの
□　土地の利用目的を駐車場用地、洗車場用地、資材置場用地又は土砂等一時堆積用地に変更する行為で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの
□　木竹の伐採で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの

	開発区域の土地に対する権原取得等に関する事項
	

	特定開発事業の場所を選定した理由
	

	開発計画の概要
	

	開発計画のまちづくり基本計画との整合に関する事項
	

	開発計画の特定開発事業の基準との整合に関する事項
	自動車駐車場
	

	
	緑化
	

	
	道路
	

	
	排水施設
	

	
	洪水調整池
	

	
	消防水利
	

	
	消防活動用空地
	

	
	ごみ集積施設
	

	
	中高層建築物についての措置
	

	
	工事施工に係る措置
	

	近隣住民等に対する説明等の時期、方法等に関する事項
	

	特定開発事業の着手及び完了の予定年月日
	着手　　　　　　　年　　月　　日
完了　　　　　　　年　　月　　日


備考
１　「特定開発事業の種類」欄は、複数の項目に該当する場合は全て記入すること。
２　「開発区域の土地に対する権原取得等に関する事項」欄には、行為に係る土地の所有権等の取得の予定等を記入すること。
３　「開発計画の概要」欄には、土地利用計画、造成計画、建築計画、公共施設・公益的施設計画、排水計画、給水計画等の計画概要を記載すること。この場合、宅地造成にあっては造成区画数及び切土・盛土の量を、建築にあっては建築物の用途、建築の種別（新築、増築、改築若しくは移転の別）、建築物の高さ、階数、敷地面積、建築面積、棟数、住戸等の数、延べ面積及び構造等を、土石等の採取にあっては採取する土石等の種類、掘削の深さ、採取事業区域の面積、採取量、採取期間、搬出時間、搬出先及び搬出先事業者名を、土砂等の埋立て等にあっては特定事業区域の面積、埋立て等に供する土砂等の量、発生・採取場所、発生元事業者名及び搬入計画（発生・採取場所ごとの土砂等の種類、搬入量、最大日量、搬入期間及び搬入時間）を記入すること。
４　「開発計画のまちづくり基本計画との整合に関する事項」欄には、開発計画のまちづくり基本計画との整合性（土地利用の規制・誘導方針、地域別まちづくり計画及び土地利用誘導区域の土地利用の基準との整合性）を記載すること。
 第８号様式（第２３条関係）
	開発計画の概要

	開発計画の名称
	

	特定開発事業の目的又は実施を必要とする理由
	

	開発区域の位置
	

	開発区域の面積
	

	開発計画の概要
	

	事業者
	住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－　　　　　　

	工事請負者
	住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－　　　　　　

	連絡先
	住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－　　　　　　

	工事予定期間
	　年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで

	※　この表示板は、みよし市まちづくり土地利用条例第１８条第２項の規定に基づき設置するものです。


第９号様式（第２４条関係）
説　明　報　告　書
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
（事業者）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
（代理人）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名
　みよし市まちづくり土地利用条例第１８条第1項又は第３項の規定による開発計画の説明等が終了したので、同条第５項の規定により、その状況を報告します。
記
１　開発計画の名称
２　説明の内容
３　説明に用いた書面及び図面
４　個別説明又は説明会の状況
　　別紙のとおり。
５　添付書類
第９号様式（第２４条関係）（別紙：個別説明を実施した場合）
個　別　説　明　の　状　況
	説明者職・氏名
	


説明を受けた近隣住民等の住所・氏名、出された意見の要旨、回答内容等
	区分
	住　所
氏　名
	居住・所有の別
	説明した年月日
	面談の有無
	出された意見の要旨
	回答内容又は対応方針

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	　／
　／
　／
	有・無
有・無
有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	　／
　／
　／
	有・無
有・無
有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	　／
　／
　／
	有・無
有・無
有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	　／
　／
　／
	有・無
有・無
有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	　／
　／
　／
	有・無
有・無
有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	　／
　／
　／
	有・無
有・無
有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	　／
　／
　／
	有・無
有・無
有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	　／
　／
　／
	有・無
有・無
有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	　／
　／
　／
	有・無
有・無
有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	　／
　／
　／
	有・無
有・無
有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）「区分」欄には近隣住民、周辺住民又は地縁団体等代表者の別を丸印で記入すること。
第９号様式（第２４条関係）（別紙：説明会を開催した場合）
説　明　会　の　状　況
	開催日時
	

	開催場所
	

	説明者職・氏名
	

	出席者数
	


説明を受けた近隣住民等の住所・氏名、出された意見の要旨、回答内容等
	区分
	住　所
氏　名
	居住・所有の別
	出された意見の要旨
	回答内容又は対応方針

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	
	

	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	
	

	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	
	

	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	
	

	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	
	

	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	
	

	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	
	

	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	
	

	
	
	
	
	

	近隣
周辺
地縁
	
	居住
所有
	
	

	
	
	
	
	


（注）「区分」欄には近隣住民、周辺住民又は地縁団体等代表者の別を丸印で記入すること。
第１０号様式（第２５条関係）
協議後開発計画書
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
（事業者）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
（代理人）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名
　みよし市まちづくり土地利用条例第２１条第１項の規定により、特定開発事業の協議後開発計画書を届け出ます。
記
	開発計画の名称
	

	特定開発事業の目的又は実施を必要とする理由
	

	開発区域の位置
	

	開発区域の面積（実測・公簿)
	宅地
	農地
	雑種地
	山林
	その他
	計

	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	開発区域の土地に対する法令等の規定による指定等の状況
	区域区分
	□市街化区域　　□市街化調整区域

	
	用途地域
	

	
	農業振興法　　
	

	
	森林法
	

	
	砂防法
	

	
	土地利用誘導区域
	

	
	その他
	

	特定開発事業の種類
	□　都市計画法の開発行為に該当する土地の区画形質を変更する行為で、開発区域の面積が500㎡以上のもの
□　土地の区画形質を変更する行為で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの（都市計画法の開発行為に該当するものを除く。）　
□　中高層建築物の建築
□　共同住宅等で予定建築物の住戸等の数が６以上の建築物の建築
□　延べ面積の合計が1,000㎡以上の建築物の建築
□　土地の利用目的を廃自動車等保管場所用地又は廃棄物処理施設用地に変更する行為
□　農地を農地以外のものにする行為で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの
□　土地の利用目的を駐車場用地、洗車場用地、資材置場用地又は土砂等一時堆積用地に変更する行為で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの
□　木竹の伐採で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの

	開発区域の土地に対する権原取得等に関する事項
	

	特定開発事業の場所を選定した理由
	

	開発計画の概要

	

	開発計画のまちづくり基本計画との整合に関する事項
	

	開発計画の特定開発事業の基準との整合に関する事項
	自動車駐車場
	

	
	緑化
	

	
	道路
	

	
	排水施設
	

	
	洪水調整池
	

	
	消防水利
	

	
	消防活動用空地
	

	
	ごみ集積施設
	

	
	中高層建築物についての措置
	

	
	工事施工に係る措置
	

	特定開発事業の着手及び完了の予定年月日
	着手　　　　　　　年　　月　　日
完了　　　　　　　年　　月　　日


備考
１　「特定開発事業の種類」欄は、複数の項目に該当する場合は全て記入すること。
２　「開発区域の土地に対する権原取得等に関する事項」欄には、行為に係る土地の所有権等の取得の予定等を記入すること。
３　「開発計画の概要」欄には、土地利用計画、造成計画、建築計画、公共施設・公益的施設計画、排水計画、給水計画等の計画概要を記載すること。この場合、宅地造成にあっては造成区画数及び切土・盛土の量を、建築にあっては建築物の用途、建築の種別（新築、増築、改築若しくは移転の別）、建築物の高さ、階数、敷地面積、建築面積、棟数、住戸等の数、延べ面積及び構造等を、土石等の採取にあっては採取する土石等の種類、掘削の深さ、採取事業区域の面積、採取量、採取期間、搬出時間、搬出先及び搬出先事業者名を、土砂等の埋立て等にあっては特定事業区域の面積、埋立て等に供する土砂等の量、発生・採取場所、発生元事業者名及び搬入計画（発生・採取場所ごとの土砂等の種類、搬入量、最大日量、搬入期間及び搬入時間）を記入すること。
４　「開発計画のまちづくり基本計画との整合に関する事項」欄には、開発計画のまちづくり基本計画との整合性（土地利用の規制・誘導方針、地域別まちづくり計画及び土地利用誘導区域の土地利用の基準との整合性）を記載すること。
第１１号様式（第２５条関係）
新旧対照説明書
	変更箇所
	開発計画書の内容
	協議後開発計画書の内容
	変更した理由

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注　新旧対照説明書には、協議後開発計画書について、開発計画書から変更した箇所、変更した内容及び変更した理由を記載すること。
第１２号様式（第２６条関係）
変　更　開　発　計　画　書
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
（事業者）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
（代理人）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名
　みよし市まちづくり土地利用条例第２３条第１項の規定により、協議後開発計画の内容を変更したいので提出します。
記
	開発計画の名称
	

	変更の内容及び変更の理由
	

	特定開発事業の目的又は実施を必要とする理由
	

	開発区域の位置
	

	開発区域の面積（実測・公簿)
	宅地
	農地
	雑種地
	山林
	その他
	計

	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	開発区域の土地に対する法令等の規定による指定等の状況
	区域区分
	□市街化区域　　□市街化調整区域

	
	用途地域
	

	
	農業振興法　　
	

	
	森林法
	

	
	砂防法
	

	
	土地利用誘導区域
	

	
	その他
	

	特定開発事業の種類
	□　都市計画法の開発行為に該当する土地の区画形質を変更する行為で、開発区域の面積が500㎡以上のもの
□　土地の区画形質を変更する行為で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの（都市計画法の開発行為に該当するものを除く。）　
□　中高層建築物の建築
□　共同住宅等で予定建築物の住戸等の数が６以上の建築物の建築
□　延べ面積の合計が1,000㎡以上の建築物の建築
□　土地の利用目的を廃自動車等保管場所用地又は廃棄物処理施設用地に変更する行為
□　農地を農地以外のものにする行為で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの
□　土地の利用目的を駐車場用地、洗車場用地、資材置場用地又は土砂等一時堆積用地に変更する行為で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの
□　木竹の伐採で、開発区域の面積が1,000㎡以上のもの

	開発区域の土地に対する権原取得等に関する事項
	

	変更後の開発計画の概要
	

	変更後の開発計画のまちづくり基本計画との整合に関する事項
	

	変更後の開発計画の特定開発事業の基準との整合に関する事項
	自動車駐車場
	

	
	緑化
	

	
	道路
	

	
	排水施設
	

	
	洪水調整池
	

	
	消防水利
	

	
	消防活動用空地
	

	
	ごみ集積施設
	

	
	中高層建築物についての措置
	

	
	工事施工に係る措置
	

	特定開発事業の着手及び完了の予定年月日
	着手　　　　　　　年　　月　　日
完了　　　　　　　年　　月　　日


１　「特定開発事業の種類」欄は、複数の項目に該当する場合は全て記入すること。
２　「開発区域の土地に対する権原取得等に関する事項」欄には、行為に係る土地の所有権等の取得の予定等を記入すること。
３　「変更後の開発計画の概要」欄には、土地利用計画、造成計画、建築計画、公共施設・公益的施設計画、排水計画、給水計画等の計画概要を記載すること。この場合、宅地造成にあっては造成区画数及び切土・盛土の量を、建築にあっては建築物の用途、建築の種別（新築、増築、改築若しくは移転の別）、建築物の高さ、階数、敷地面積、建築面積、棟数、住戸等の数、延べ面積及び構造等を、土石等の採取にあっては採取する土石等の種類、掘削の深さ、採取事業区域の面積、採取量、採取期間、搬出時間、搬出先及び搬出先事業者名を、土砂等の埋立て等にあっては特定事業区域の面積、埋立て等に供する土砂等の量、発生・採取場所、発生元事業者名及び搬入計画（発生・採取場所ごとの土砂等の種類、搬入量、最大日量、搬入期間及び搬入時間）を記入すること。
４　「変更後の開発計画のまちづくり基本計画との整合に関する事項」欄には、開発計画のまちづくり基本計画との整合性（土地利用の規制・誘導方針、地域別まちづくり計画及び土地利用誘導区域の土地利用の基準との整合性）を記載すること。
第１３号様式（第２７条関係）
命じられた措置の実施計画書
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
（事業者）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
（代理人）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名
　みよし市まちづくり土地利用条例第２４条第１項の規定により、次のとおり提出します。
記
	開発計画の名称
	

	実施する場所
	

	実施する措置の内容
	

	特定開発事業の着手及び完了の予定年月日
	着手　　　　　　　年　　月　　日
完了　　　　　　　年　　月　　日


第１４号様式（第２８条関係）
特定開発事業廃止（休止）届
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
（事業者）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
（代理人）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名
　みよし市まちづくり土地利用条例第２５条第２項の規定により、協議後開発計画を廃止した（休止したい）ので届け出ます。
記
	開発計画の名称
	

	廃止年月日
（休止の期間）
	　年　　月　　日
（　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで　）

	廃止（休止）の理由
	

	工事の施行状況及び開発区域の現況
	

	災害の発生の防止、自然環境の復元等のためにとった措置の内容
	


第１５号様式（第２９条関係）
工　事　着　手　届
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
（事業者）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
（代理人）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名
　みよし市まちづくり土地利用条例第２７条の規定により、特定開発事業に関する工事に着手するので、届け出ます。
記
	開発計画の名称
	

	着手年月日
	

	完了予定年月日
	

	工事請負者
	住所
氏名
電話番号（　　　　　）　　　－


第１６号様式（第３０条関係）
工　事　完　了　届
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
（事業者）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
（代理人）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名
　みよし市まちづくり土地利用条例第２８条の規定により、特定開発事業に関する工事の全部（一部）が完了したので、届け出ます。
記
	開発計画の名称
	

	工事着手年月日
	　　　　　　　年　　月　　日

	工事完了年月日
	　　　　　　　年　　月　　日

	完了した工事の部分及び残りの工事の施工計画（※）
	

	工事請負者
	住所
氏名
電話番号（　　　　　）　　　－


注　※の欄は、工事の一部を完了した場合に記入すること。
第１７号様式（第３１条関係）
小規模開発事業調査書
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
（事業者）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
（代理人）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名
　みよし市まちづくり土地利用条例第３１条第１項の規定により、小規模開発事業調査書を提出し、協議します。
記
	小規模開発事業の名称
	

	開発区域の位置
	

	開発区域の面積
（実測・公簿)
	宅地
	農地
	雑種地
	山林
	その他
	計

	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	開発区域に係る土地利用誘導区域
	

	小規模開発事業の種類
	□　土地の区画形質の変更　　□　建築物の建築
□　土地の利用目的の変更　　□　木竹の伐採

	小規模開発事業の概要
	

	まちづくり基本計画との整合に関する事項
	


備考
１　「まちづくり基本計画との整合に関する事項」欄には、開発計画のまちづくり基本計画との整合性（土地利用誘導区域の土地利用の基準との整合性）を記載すること。
第１８号様式（第５２条関係）
事業継承の届出書
年　　月　　日
　　　みよし市長　様
（事業者）
住所
氏名
電話番号　（　　　　）　　－
法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名
　みよし市まちづくり土地利用条例第４９条第２項の規定により、特定開発事業を承継したので、下記のとおり届け出ます。
記
	開発計画の名称
	

	承継した事業者
	住所
氏名
電話番号

	承継の年月日
	　　　　　　　年　　月　　日

	承継の原因
	

	承継した地位の内容
	


（注）地位を承継したことを証明する書類（相続のときは承継人の戸籍の謄本等、法人の合併又は分割のときは合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人又は分割により当該特定開発事業に係る事業を承継した法人の登記簿謄本等）を添えること。
参考：添付書類
別表第１（第１８条関係）
	種類
	縮尺
	明示すべき事項
	備考

	開発区域位置図
	２，５００分の１以上
	方位、開発区域の境界、市町村境界及び道路、鉄道、河川等の状況
	

	土地利用計画平面図
	１，０００分の１以上
	方位、開発区域の境界、施設又は構造物の名称、位置及び形状、予定建築物の敷地の形状及び用途並びに開発区域に接する道路の位置及び幅員
	

	市長が必要があると認める図書
	市長が定める縮尺
	市長が定める事項
	


別表第２（第２０条、第２５条関係）
	種類
	縮尺
	明示すべき事項
	備考

	事業実施工程表
	―
	用地買収、測量、実施設計、工事着手、工事完了、供用開始、その他の事業の実施に関する工程
	

	開発区域位置図
	２，５００分の１以上
	方位、開発区域の境界、造成等の箇所、市町村境界及び道路、鉄道、河川等の状況
	

	土地利用計画平面図
	１，０００分の１以上
	方位、開発区域の境界、施設又は構造物の名称、位置及び形状、予定建築物の敷地の形状及び用途並びに開発区域に接する道路の位置及び幅員
	

	造成計画平面図
	１，０００分の１以上
	方位、開発区域の境界、切土（茶色）又は盛土（緑色）をする土地の部分の色分け、がけ及び擁壁の位置、道路の位置、形状、幅員、勾配及び記号、縦横断線の位置及び記号、地形（等高線）並びに宅地の地盤及び面積
	土地の造成を行うものに限る。

	造成計画断面図
	１，０００分の１以上
	切土（茶色）又は盛土（緑色）をする前後の地盤面並びに擁壁及びがけの位置
	土地の造成を行うものに限る。

	建築物の平面図及び立面図
	１００分の１以上
	方位、間取り、各室の用途及び開口部の位置
	建築物の建築を行うものに限る。

	公共公益施設構造図
	１００分の１以上
	道路、排水施設、洪水調整池、消防水利等の公共公益施設の構造
	公共公益施設の整備を行うものに限る。

	実日影図
	５００分の１以上
	方位、開発区域の境界、開発区域内における建築物の位置、建築物の各部分の平均地盤面からの高さ、建築物が冬至日の真太陽時による午前8時から1時間ごとに午後4時までの各時刻に平均地盤面に生じさせる日影の形状、建築物が冬至日の真太陽時による午前8時から午後4時までの間に平均地盤面に生じさせる日影の等時間日影線並びに近隣住民及び周辺住民に該当する範囲の線
	中高層建築物の建築を行うものに限る。

	市長が必要があると認める図書
	市長が定める縮尺
	市長が定める事項
	


参考：添付書類
別表第３（第３１条関係）
	種類
	縮尺
	明示すべき事項
	備考

	土地利用計画平面図
	１，０００分の１以上
	方位、開発区域の境界、施設又は構造物の名称、位置及び形状、予定建築物の敷地の形状及び用途並びに開発区域に接する道路の位置及び幅員
	

	建築物の平面図及び立面図
	１００分の１以上
	方位、間取り、各室の用途及び開口部の位置
	

	市長が必要があると認める図書
	市長が定める縮尺
	市長が定める事項
	


－28－

